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研究成果の概要（和文）： 本研究では特別養子制度発展のための方策を意識的側面と制度的側面から分析し
た。前者の分析からは、養親の新規開拓については、養子の養育過程で要保護児童に対する養親の理解が深めら
れることから、養親の動機に関わらず、養親数を増やすことが重要であることを確認した。後者の分析からは、
養子縁組後の養親に対する支援制度や、実親が養子縁組に応じやすい制度を構築する必要があることを確認し
た。最終的に、本研究では、日本の児童福祉の理念的基盤としてパーマネンシー理念を提示し、特別養子制度
は、家庭復帰の可能性のない児童においては最も効果的な制度であることを示した。

研究成果の概要（英文）： My proposed area of study is to analyze the effective measure for the 
development of the adoption system in Japan by focusing on the impact of adoption on adoptive 
parents. I examine this from the two aspects: one is to examine motivations that lead individuals to
 consider adoption and the other is to examine postadoption supports that are tailored for adoptive 
parents.
 As for the former, regardless of the motives for adoption, adoptive parents, who once adopted a 
child, tend to deepen their understandings of the children in care. Thus, increasing the number of 
prospective adoptive parents is effective to develop the adoption system. As for the latter, I have 
confirmed that providing the postadoption support services is important to improve the adoption 
system. Finally, I have suggested when we consider the permanency of children in care, the adoption 
is the most appropriate arrangement of alternative care, especially for children who have no 
possibilities of family reunification. 

研究分野： 社会学
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
(1)本研究の学術的背景 
 本研究は平成 23 年度終了の「里親制度研

究――近未来の日本における家族概念の提

唱とその展望」の継続研究として計画したも

のである。申請者はこれまで社会的養護を必

要とする児童（以降、要保護児童）の福祉増

進という主題のもとで里親制度研究を行い、

里親家族の機能と形態を分析した。日本では

4 万人を超す要保護児童のうち殆どが施設養

護下で養育され、養子制度や里親制度等の家

庭養護の下で養育される児童は 1 割である。

家庭養護を促進するため、1988 年に創設され

た「特別養子制度」は、児童に養親との法的

親子関係を保障する点で、要保護児童の福祉

増進に里親制度以上に貢献する制度として

位置づけられるが、特別養子許可件数は 374

件（2011 年）に止まり、有効な制度としては

機能していない。近年、養親はその約 6割が

里親であり、養子縁組を希望する里親は増加

傾向にあるが、特別養子制度が停滞する原因

は未だ不分明である。これまでの研究をふま

え申請者は特別養子制度が停滞する要因を、

「意識的要因」と「制度的要因」の 2点に要

約した。 

 

(2)先行研究の分析 

 本研究では先行研究における不備を以下

の 3 点に要約した。第 1 に、「意識的要因」

に関する従来の研究においては、①養親の要

保護児童に対する理解度の検討及び②養親

の血縁重視度の検討が不十分であるほか、③

養子対象児選別に対する養親の意識の解明

についても十分ではない。 

 第 2 に、「制度的要因」に関する従来の研

究においては、①縁組成立後の養親に対する

有効な養育支援制度が未確立である。②養子

縁組斡旋制度に対する統一的基準が存在し

ない。③養子にすべき児童が要保護状態のま

ま放置される問題が未解決である。 

 第 3に、第 1,2 の点をふまえ、従来の研究

では、特別養子制度の児童福祉体系下での位

置づけ、及び機能が十分には解明されていな

い。 

 
２．研究の目的 
 本研究の目的は、１で述べた先行研究にお

ける不備を修正補完するため、「養子縁組里

親」に対する聞き取り調査を中心に行うこと

で、以下の3つの仮説を解明することである。 

(1)仮説 1. 特別養子制度停滞における「意識

的要因」の解明   

 標記につき以下の仮説を証明する。養親に

なった動機が「要保護児童の福祉増進のた

め」とする基本的認識を持つ養親は、①要保

護児童の実情について理解が深く、②必ずし

も血縁のみが親子関係を構築するとは考え

ない。また、③養子対象児に対する選別も行

わない。例えば、障害を持つ児童を養子とす

ることに対して抵抗感も少ないと推測され

る。養親の認識に関する以上のような意識的

要因を核として、特別養子制度が停滞する問

題を解明する。 

 

(2)仮説 2. 特別養子度停滞における「制度的

要因」の解明  

 標記につき以下の仮説を証明する。①特別

養子対象児の養親は、縁組後の児童の養育に

ついての公的相談支援制度や経済支援等を

必要とする。②要保護児童の養子縁組は、国

の福祉政策により維持されるべきであり、養

子斡旋に要する費用等も公的負担が妥当で

ある。③養子にすべき児童が要保護状態のま

ま放置されることを防ぐため、養子縁組につ

いて実親が応じ易い体制を推進すべきであ

る。例えば、縁組後の実親と養子児童の交流

を保障する「オープン・アドプション制度」

(米国ではすでに実施中、McRoy et al. 1988)

等が有効と考えられる。以上のように、制度

的観点からも特別養子制度が停滞する問題

を解明し提言を行う。 

 



(3)仮説 3. 特別養子制度発展のための分析

と提言、及び「パーマネンシー理念」の提示

とその展望   

 仮説 1,2の検証結果から特別養子制度の維

持と発展のための分析と提言を行う。本研究

では、要保護児童の福祉増進を目的とする

「パーマネンシー理念」を提起する。この理

念の下では特別養子制度は要保護児童に法

的親子関係を保障する点で、児童の最終的な

養護目標と位置づけられる。 

 
３．研究の方法 
(1)研究計画 

本研究課題は、当初 3 年間（平成 26～28

年度）での研究を計画したが、特に以下で述

べる「意識的要因」課題の解明に関し、更な

る追加課題の分析が必要となったため、研究

期間を 1年間延長し、これを行った。 

本研究課題の解明は、各年度に設けた以下

の小課題を調査研究することにより達成し

た。平成 26 年度においては、特別養子制度

停滞における「意識的要因」課題の解明を行

い、仮説 1 の検証を行った。平成 27 年度に

おいては、特別養子制度停滞における「制度

的要因」課題の解明を行い、仮説 2の検証を

行った。平成 28 年度においては、特別養子

制度発展のための分析と提言、及び「パーマ

ネンシー理念」の提示とその展望についての

分析を行い、仮説3の検証を行った。さらに、

期間を延長した平成 29 年度においては、意

識的要因についてあらたに浮かび上がった

課題点、すなわち養子縁組里親の役割取得に

ついての課題に関する分析を行った。 

 
(2)研究方法 

 本研究では、里親会に所属する養子縁組里

親に対する聞き取り調査を中心に本研究課

題の解明を行った。 

 本研究は、平成 23 年度終了の「里親制度 

研究――近未来の日本における家族概念の 

提唱とその展望」の継続研究として計画した

ものである。従って、本研究では、上述した

科研研究課題の遂行時より、調査協力を得て

いる、札幌市及び、九州・沖縄各県の里親会

に所属する養子縁組里親を対象に調査を実

施した。調査概要は以下の通りである。 

①調査対象者は、主に特別養子縁組を行う予 

定の児童を受託中の「養子縁組里親」、又は 

過去に特別養子縁組あるいは普通養子縁組 

を行った養親である。聞き取り調査は、養父 

母の両方、または養父、養母の一方でも可と 

し、実施した。②調査方法は、半構造化面接 

法である。③調査場所は、各養親家庭又は里 

親会事務局所在施設内等である。 

 
４．研究成果 
(1)仮説 1. 特別養子制度停滞における「意識
的要因」の検証結果 

 本課題の分析の結果、養親は、養子縁組里

親となった動機が何であるかに関わらず、必

ずしも血縁のみが親子関係を構築するとは考

えず、養子対象児に対する選別も行わない傾

向にあることが確認された。また、要保護児

童の実情についての理解度は養親になった動

機が「児童福祉への理解から」である場合に

顕著であるが、それ以外の動機を持つ養親、

例えば「子どもを育てたいから」、「養子を

得たいから」等の動機を持つ里親においても、

養子児童を養育中に要保護児童に対する理解

が深められることが指摘できた。 

以上、特別養子縁組制度を推進するための

意識的観点からみた方策としては、養親の動

機に関わらず、養親数を増やすことが指摘で

きる。そのためには、社会的養護体系におけ

る特別養子縁組制度の位置づけ及び意義に対

する社会的理解を更に高めていくことが必要

であることを指摘した。 

 

(2)仮説 2. 特別養子度停滞における「制度的

要因」の検証結果 

 本課題の分析の結果、次の3点が明らかに

なった。第1に、特別養子縁組を行った養親は、

養子縁組後の児童の養育について、各地域の



里親会活動等を通し、養育相談等の支援を必

要とすること、第2に、要保護児童の養子縁組

が民間の養子斡旋業者等を通して行う場合は、

養子斡旋に対する統一的な基準を早急に設け

る必要があり、それに要する費用も公的に負

担することが妥当であることが提案されるこ

と、第3に、本来養子にすべき、家庭復帰の見

込みのない、あるいは実親側の事情等により、

要保護状態のまま18歳に達するまで児童養護

施設等に放置されている児童を少なくするた

め、実親が養子縁組に応じやすい制度（例え

ば、欧米では既に行われている、縁組後の実

親と養子児童の交流を保障する「オープン・

アドプション制度」等）を構築することが有

効であること、という3点が明らかになった。

以上、特別養子縁組制度を推進するための制

度的観点からみた方策としては、特別養子縁

組に関わる当事者（特に養親及び実親）を支

援する制度の構築が特別養子制度の促進に結

び付くのではないか、ということを指摘した。 

 

(3)仮説 3. 特別養子制度発展のための分析

と提言、及び「パーマネンシー理念」の提示

とその展望について   

 本課題の分析では、第1に、日本の特別養子

制度停滞に関する本研究課題を総括し、特別

養子制度発展のための提言を行った。第2に、

日本の児童福祉の理念的基盤として「パーマ

ネンシー理念」を提示した。 

 

①本研究の総括 

 上述したように、本研究では特別養子制度

が停滞する要因を「意識的要因」と「制度的

要因」の側面から検討した。前者の分析から

は、養親は、養子縁組里親となった動機に関

わらず、親子関係における血縁の存在を絶対

視せず、養子対象児に対する選別（健常児を

希望する等）も行わない傾向にあることが確

認された。以上から、今後は養親候補者の動

機に関わらず、養親数を増加させることが養

子制度を発展させるための効果的方策である

ことを示した。後者の分析からは、養親は特

別養子縁組締結後も養育相談などの支援を必

要としていること、児童が要保護状態のまま

長期間放置されることを防ぐため、実親が養

子縁組に応じやすい制度を構築する必要があ

ることが確認された。以上から、今後は国に

よる養親支援制度を体系化すること、養子縁

組後の実親と養子児童との交流を保障する

「オープン・アドプション制度」という新し

い制度を構築することが養子制度を発展させ

るための効果的方策であることを示した。 

 

②パーマネンシー理念の提示 

本研究では、要保護児童の養護目標として

永続的、安定的な家族を児童に保障しようと

するパーマネンシー理念を、日本の児童福祉

の理念的基盤として提唱し、本理念が、今後

の児童福祉施策の根幹として位置づけられる

ことを示した。その上で、本理念により貫か

れた児童福祉体系下に特別養子制度を位置づ

け、特別養子制度が要保護児童の養育に対し

て果たす機能を明らかにした。 

パーマネンシー理念に基づく児童福祉体系

において、特別養子制度は、要保護児童に法

的親子関係を保障する点で、特に家庭復帰の

見込みのない要保護児童の処遇においては、

児童に永続的、安定的な家族を提供する役割

を果たし、最優先される養護目標と位置づけ

られる。パーマネンシー理念に基づく児童福

祉体系下では、要保護児童の委託は、第1に実

親家庭復帰（家族の再統合）が目指され、そ

れがかなわない場合は、第2に養子縁組（ある

いは法的後見）に基づく委託が検討される。

これらのいずれもかなわない場合は、第3に里

親（親族里親ないし養育里親）への委託が検

討される。施設養護のもとへの委託は最終的

な手段として選択される。  

したがって、特別養子制度は、本体系下に

おいては特に家庭復帰の見込みのない要保護



児童においては、最優先されるべき養護目標

と位置づけられ、かつ児童に安定的な家族を

提供する役割を果たすことが明らかになった。 
 
(4)「意識的要因」の追加課題の分析につい
て。養子縁組里親の役割取得に関する分析 

本課題では、養子予定の児童の養育が困難

である場合においても、養子縁組里親が、養

子縁組を解消せずに養子縁組里親としての活

動を継続するためには何が必要か、というこ

とに関して検討を行った。具体的には、G. H. 

ミードの「役割取得理論」を援用し、養子縁

組里親の役割取得に関する理論分析を行った。

分析の結果、養子縁組里親は「重要な他者」

――養子縁組里親に対して重要な影響を及ぼ

す特定の人物であり、これには児童養護施設

の職員、児童相談所のソーシャルワーカー等

が含まれる――から養子縁組の社会的意義や

重要性を学ぶことにより、養子縁組里親とし

て期待される社会的役割を再認識し、養子縁

組を継続することを検討した。すなわち、今

年度の研究では、養子縁組里親が、里親とし

て果たすべき役割を学ぶことが特別養子制度

の発展につながることを提示した。 
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